
貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書

平成26年度
　羽島市財務書類４表

羽　島　市



１

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

４ 連 結 財 務 書 類 ４ 表 か ら 見 る 羽 島 市 の 財 政 状 況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

１ － １ 羽 島 市 の 取 組 み ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

２ － ３ 市 民 一 人 当 た り の 連 結 財 務 書 類 ４ 表 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３ － ４ 連 結 資 金 収 支 計 算 書 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３ － ２ 連 結 行 政 コ ス ト 計 算 書 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３ － ３ 連 結 純 資 産 変 動 計 算 書 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

１ － ２ 財 務 書 類 ４ 表 に つ い て ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

１ － ３ 財 務 書 類 ４ 表 の 関 係 図 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

２ － １ 連 結 財 務 書 類 ４ 表 作 成 基 準 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３ － １ － １ 連 結 貸 借 対 照 表 （ バ ラ ン ス シ ー ト ） の 特 徴 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３ － ２ － １ 連 結 行 政 コ ス ト 計 算 書 の 特 徴 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３ － ３ － １ 連 結 純 資 産 変 動 計 算 書 の 特 徴 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３ － ４ － １ 連 結 資 金 収 支 計 算 書 の 特 徴 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

５ 連 結 財 務 書 類 の 分 析 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

目　　　　次

３ － １ 連 結 貸 借 対 照 表 （ バ ラ ン ス シ ー ト ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

２ － ２ 概 要 版 で 見 る 連 結 財 務 書 類 ４ 表 の 関 係 図 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

３　　連結財務書類４表

２　　連結財務書類４表について

１　　地方公会計制度の概要



１　地方公会計制度の概要

　１－１　羽島市の取り組み

　１－２　財務書類４表について

財務書類４表

　従来の地方自治体の会計は、会計年度独立の原則の立場から、単年度会計・単式簿記とい
われる手法で、1年間にどのような収入があり、その収入を何にいくら使ったかを明らかにしてい
ました。一方、企業などは、一年間にどれだけ利益をあげたかを示す損益計算書と、今までに取
得した資産等の内容を示す貸借対照表を作成し、経営成績と財産状態を明らかにしています。
　今回作成しました財務書類４表は、そのような企業会計的手法を取り入れ、資産や負債に関す
る情報も含めた財政状況を開示し、総合的な財政状況の把握・分析に活用していくものです。
　財務書類４表は ｢貸借対照表｣、｢行政コスト計算書｣、｢純資産変動計算書｣、｢資金収支計算
書｣ のことを示しますが、これらの財務書類から把握できる情報の一例を下記の図で表示してい
ます。

　羽島市では、従来より総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」に
示された方式に基づき、普通会計ベースの貸借対照表及び行政コスト計算書を作成してまいり
ました。そのような中、平成18年8月31日 総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革
の更なる推進のための指針の策定について」 により、 平成 21 年度までに、原則として国の作
成基準に準じた普通会計ベース及び特別会計、企業会計等を含めた連結ベースでの財務書類
４表を作成し、さらなる行財政の透明性を高めるため、財政状況の情報開示の徹底が要請され
ました。
　そこで、羽島市では、「新地方公会計制度研究会」により示された２つの作成モデルのうち、従
来作成してきた財務諸表（旧総務省方式）の改訂版である｢総務省方式改訂モデル｣を採用し、
平成21年度決算から連結ベースでの財務書類４表を作成しております。
　また、今後の地方公会計制度の在り方として、平成26年4月に「今後の新地方公会計の推進に
関する研究会報告書」において、統一的な基準による財務書類等の作成が定められ、原則とし
て平成27年度から平成29年度当該3年間で、全ての地方公共団体に当該基準による財務書類
等の作成が要請されました。今後はより一層、地方公共団体の比較可能性が高まり、地方公共
団体としての有効な行政運営が可能になるとともに、住民や議会によるガバナンスのための政
治的意思決定にも資することが期待されています。

貸借対照表
　 次世代に託す
　 自治体の姿

・次世代に引き継ぐ資産はいくらあるのか？

・資産形成の財源（負担者）は？

・次世代に負担を先送りした借金残高は？

 資金収支
 計算書

 行政コスト
 計算書

　経常的な行政
　サービスのコスト

・経常的な行政サービスにかかったコストは？

・受益者負担でどの程度賄われたのか？

　支出とその財源
　の対応関係

・投資的経費はどの財源で賄われているか？

・年間での資金の変動要因は？

 純資産
 変動計算書

　純資産の増減等
　の状況

・純資産が１年でどのように変動したか？

1 地方公会計制度の概要 
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収入 期首純資産残高－ －

経常行政コスト
資産 負債 －

資金収支計算書 純資産変動計算書

＝

資金 純経常行政コスト

経常収益

流動資産 純資産

支出 純経常行政コスト

＝ ＋

　1－３　財務書類４表の関係図

貸借対照表(バランスシート) 行政コスト計算書

　　今回作成しました財務書類４表の相互関係は下記図のとおりです。

＋

期末資金残高 期末純資産残高

当年度資金増減額 一般財源、補助金等受入＋

臨時損益、資産評価替によ
る変動額等期首資金残高

＝ ＝

　貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）
と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に示すもので
す。

　行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち資産形成に結びつかない行政サービ
スにかかる経費と、その行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた
ものです。

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年で
どのように変動したかを表しているものです。純資産の部は現在までの世代が負担し
てきた部分ですので、１年で現在までの世代が負担してきた部分の増減がわかりま
す。

　資金収支計算書は、資金の出入りを３つの活動区分に分けて表示したものです。３つ
の区分とは「経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支）」、「公共資産整備
収支の部（公共資産整備にかかる支出とその財源の収入）」及び「投資・財務的収支の
部（出資、基金積立て、借金返済などの支出とその財源の収入）」です。

　（２）行政コスト計算書

　（１）貸借対照表（バランスシート)

　（４）資金収支計算書

　（３）純資産変動計算書
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２－１　連結財務書類４表作成基準

（１）　連結範囲について

国民健康保険特別会計
介護保険特別会計
簡易水道事業特別会計
下水道事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
病院事業会計
上水道事業会計

羽島市土地開発公社
羽島市地域振興公社
岐阜羽島衛生施設組合
岐阜地域児童発達支援センター組合
岐阜県市町村会館組合
岐阜県後期高齢者医療広域連合
岐阜県市町村職員退職手当組合
（※岐阜県市町村職員退職手当組合については、普通会計の貸借対照表上に退職手当組合積立金

　　もしくは退職手当引当金として計上されているため、実質的に普通会計において連結したの

　　と同様の状況になっていると考えられます。従って、連結したものとみなして連結範囲に含

　　まれているものとして扱っています。）

（２）　対象年度
　

（４）　連結会計間の相殺消去

（５）　資産台帳の整備について

駅北本郷土地区画整理事業特別会計

普
通
会
計

　財務書類の対象年度は平成26年度で、平成27年3月31日を作成基準日としています。
　なお、出納整理期間(平成27年4月1日～5月30日）における出納については、基準日まで
に終了したものとして処理しています。

　財務書類の基礎データは、原則として昭和44年度以降の地方財政状況調査（決算統計）
の数値を基に作成しています。地方財政状況調査（決算統計）を作成していない会計につ
いては、法定決算書類を用いています。

　連結会計間での取引がある場合は、その額を対象科目から減額し、相殺消去していま
す。出資がある場合には、貸借対照表等のそれぞれの科目から出資残高分を相殺消去し
ています。

　資産につきましては、従来の旧総務省方式では昭和44年度以降の地方財政状況調査
（決算統計）数値を積上げて計上していましたが、「総務省方式改訂モデル」では、段階的な
資産の把握と台帳整備が要請されていることから、昭和43年度以前に羽島市が取得した土
地・建物等（取得時期が明らかでない道路は除く）について、把握整理できたものを計上し
ました。

連

結

会

計

（３）　基礎データ

羽

島

市

の

各

会

計

一般会計
インター北土地区画整理事業特別会計

２ 連結財務書類４表について 
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※以降の各表について、端数処理の関係で合計等が一致しない場合があります。

１年間の増減 △38億218万円

期末資金残高 76億622万円 期末純資産残高 1,045億8,841万円

72億9,943万円

＋

＋
＝

負担割合変更差額 △627万円

期首資金残高

臨時損益、資産評価替に
よる変動額等

△31億3,932万円

＝

･投資・財務的収支 △29億2,955万円
一般財源、補助金等受入 245億3,194万円

＋

＋

･経常的収支 47億6,850万円

純経常行政コスト

－

251億9,479万円
･公共資産整備収支 △15億2,589万円

(１年間の純資産の動き)

76億622万円

資金増減額 3億1,305万円 期首純資産残高 1,083億9,058万円

純経常行政コスト

(１年間の資金(現金預金)の流れ)

251億9,479万円

純資産変動計算書

経常収益

(71.4%)

うち資金

資金収支計算書

419億6,944万円 経常行政コスト 421億3,434万円

1,045億8,841万円

＝

13億5,320万円

－

35億9,679万円

169億3,955万円

２－２　概要版で見る連結財務書類４表の関係図

資産 1,465億5,784万円

貸借対照表(バランスシート) 行政コスト計算書

(資産の状況とその財源) (１年間に要した行政サービスのコスト)

負債

･流動負債

・流動資産
88億5,828万円

・公共資産
1,351億9,498万円

・投資等

純資産

25億459万円

･人にかかるコスト 67億9,635万円

104億311万円

(28.6%)

383億7,264万円
･その他のコスト

(平成27年3月31日現在） (平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） (平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

･移転支出的なコスト 235億8,168万円

(100.0%)

･固定負債 ･物にかかるコスト
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期末資金残高 11.1万円 期末純資産残高 152.5万円

１年間の増減 △5.5万円

＋

臨時損益、資産評価替に
よる変動額等

△4.6万円

負担割合変更差額 0万円 ＝＝

一般財源、補助金等受入 35.8万円＋

＋

期首資金残高 10.6万円

－

･経常的収支 7.0万円

純経常行政コスト 36.7万円
･公共資産整備収支 △2.2万円 ＋

･投資・財務的収支 △4.3万円

(１年間の資金(現金預金)の流れ) (１年間の純資産の動き)

(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） (平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

資金増減額 0.5万円 期首純資産残高 158.0万円

資金収支計算書 純資産変動計算書

・流動資産
経常収益 24.7万円

12.9万円 純資産

152.5万円

＝

(71.4%)

うち資金 11.1万円 純経常行政コスト 36.7万円

34.4万円

･流動負債 2.0万円

197.1万円 －

・投資等
3.7万円

・公共資産 5.2万円

(100.0%) (28.6%)
･人にかかるコスト

55.9万円 ･移転支出的なコスト
･その他のコスト

9.9万円

･固定負債 ･物にかかるコスト 15.2万円

(平成27年3月31日現在） (平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

資産 213.7万円 負債 61.2万円 経常行政コスト 61.4万円

２－３　市民一人当たりの連結財務書類４表

　市民一人当たりの金額は、平成27年4月1日現在の68,588人で算出しています。

貸借対照表(バランスシート) 行政コスト計算書

(資産の状況とその財源) (１年間に要した行政サービスのコスト)
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 79,866,265 ①普通会計地方債 15,208,859

②教育 29,966,103 ②公営事業地方債 16,868,538

③福祉 2,113,720  地方公共団体計 32,077,397

④環境衛生 17,622,604 (2) 関係団体

⑤産業振興 1,172,002 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 1,263,413 ②地方三公社長期借入金 356,800

⑦総務 3,040,342 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 356,800

⑨その他 0 (3) 長期未払金 219,015

有形固定資産合計 135,044,449 (4) 引当金 3,478,827

(2) 無形固定資産 7,733 （うち退職手当等引当金） 3,478,827

(3) 売却可能資産 142,797 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 135,194,979 (5) その他 2,240,604

固定負債合計 38,372,643

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 59,164 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 20,890 ①地方公共団体 2,519,670

(3) 基金等 1,739,886 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 1,028,136  翌年度償還予定額計 2,519,670

(5) その他 80,312 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 423,799 (3) 未払金 553,989

投資等合計 2,504,589 (4) 翌年度支払予定退職手当 1,389

(5) 賞与引当金 329,675

(6) その他 192,070

３　流動資産 流動負債合計 3,596,793

(1) 資金 7,606,219

(2) 未収金 1,351,659 負　　債　　合　　計 41,969,436

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 45,330 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 144,931 １　公共資産等整備国県補助金等 17,869,592

流動資産合計 8,858,277 ２　公共資産等整備一般財源等 87,746,700

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 △ 6,586,849

５　資産評価差額 5,558,965

純資産 合計 104,588,408

資　　産　　合　　計 146,557,844 負債及び純資産合計 146,557,844

３-１　連結貸借対照表（バランスシート）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

　　　　（平成27年3月31日現在）

３ 連結財務書類４表 
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　貸借対照表は、会計年度末（3月31日）時点における羽島市の資産や負債に関する情報を示し
ています。ただし、出納整理期間中の増減も含んでいます。
　左側の借方の｢資産｣合計、右側の貸方の｢負債｣と｢純資産｣の合計が、それぞれ1,465億5,784
万円（普通会計1,007億5,720万円）となりました。

《資産の部》
　借方の「資産」は、「1　公共資産」、「2　投資等」、「3　流動資産」の３つに区分されます。「資産」
には、①自治体が住民サービスを提供するために使用するもの（使う資産）と、②将来、自治体
に資金流入をもたらすもの（売れる資産、回収する資産）の２つがあります。
　
　｢1　公共資産｣は、羽島市が市民サービスを提供するために使う資産で、1,351億9,498万円（普
通会計917億2,763万円）です。
　（1）有形固定資産のうち①生活インフラ・国土保全は、798億6,627万円（普通会計496億1,274万
円）となっています。下水道事業特別会計で302億5,353万円の資産が計上されています。④環境
衛生は、176億2,260万円（普通会計45億3,226万円）となっています。水道事業会計で66億4,802
万円、病院事業会計で48億1,905万円の資産が計上されています。

  ｢2　投資等｣は、将来羽島市に資金の流入をもたらす可能性がある基金、退職手当組合積立金
等で、25億459万円（普通会計37億3,792万円）です。「2　投資等」のうち、（3)基金等は、17億
3,989万円（普通会計14億9,499万円）となっています。基金等では他に、羽島市地域振興公社1
億5,543万円、介護保険事業特別会計3,841万円、岐阜県後期高齢者医療広域連合829万円、下
水道事業特別会計1,042万円などが計上されています。

　｢3　流動資産｣は、将来羽島市に資金の流入をもたらす可能性がある歳計現金、財政調整基金
残高等で、88億5,828万円（普通会計52億9,166万円）です。「3　流動資産」のうち、（１）資金は、
76億622万円（普通会計51億7,573万円）となっています。国民健康保険特別会計、上水道事業
会計、病院事業会計で18億1,180万円、一部事務組合等で5億2,974万円計上されています。（2）
未収金は、13億5,166万円（普通会計1億6,981万円）となっています。病院事業会計8億4,999万
円、国民健康保険特別会計1億7,055万円、上水道事業会計1億3,465万円などが計上されていま
す。

《負債の部》
　貸方の上の｢負債｣は、｢1　固定負債｣、｢2　流動負債｣の2つに区分されます。｢負債｣は、将来支
払義務を生じさせる市債、退職手当等引当金等です。｢将来世代の負担分｣とも言われます。
　 ｢1　固定負債｣は、支払いの時期が1年を超える市債、退職手当等引当金等で、383億7,264万
円（普通会計173億3,191万円）です。（1）地方公共団体のうち①普通会計地方債は、152億886万
円となっています。②公営事業地方債は、下水道事業会計144億6,898万円となっています。（2）
関係団体のうち②地方三公社長期借入金3億5,680万円は、全額土地開発公社のものです。
　｢2　流動負債｣は、支払いの時期が1年以内の市債、未払金、賞与引当金等で、35億9,679万円
（普通会計16億8,895万円）です。
｢負債｣全体の合計は419億6,944万円（普通会計190億2,086万円）です。

《純資産の部》
  貸方の下の｢純資産｣は、｢資産｣と｢負債｣の差額であり、｢負債｣が｢将来世代の負担分｣といえる
のに対し、｢純資産｣は｢現在までの世代の負担分｣といえます。｢純資産｣の合計は、1,045億8,841
万円（普通会計817億3,634万円）です。

３－１－１ 連結貸借対照表（バランスシート）の特徴 
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額
生活インフ

ラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能

見込計上額
その他

（１）人件費 6,452,129 242,806 640,510 284,405 3,636,386 167,329 516,324 768,965 195,404 0

（２）退職手当等引当金繰入等 14,549 12,924 1,360 △ 15,037 15,482 △ 42 △ 147 21 △ 12 0

１ （３）賞与引当金繰入額 329,674 14,310 32,175 13,892 181,774 8,882 27,436 40,834 10,371 0

小　　計 6,796,352 270,040 674,045 283,260 3,833,642 176,169 543,613 809,820 205,763 0

（１）物件費 5,752,234 391,868 647,799 464,917 3,479,531 76,774 55,794 625,883 9,668 0

（２）維持補修費 263,009 35,448 33,025 474 187,973 514 2,424 3,151 0

（３）減価償却費 4,387,862 2,205,703 652,690 130,682 1,116,807 108,315 92,087 81,578 0

小　　計 10,403,105 2,633,019 1,333,514 596,073 4,784,311 185,603 150,305 710,612 9,668 0 0

（１）社会保障給付 20,227,385 68,531 20,158,207 647

（２）補助金等 3,050,851 35,406 65,614 2,547,059 55,729 141,516 16,264 187,409 1,854 0

（３）他会計等への支出額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

303,447 32,549 4,754 68,803 43,248 147,917 0 6,176 0 0

小　　計 23,581,683 67,955 138,899 22,774,069 99,624 289,433 16,264 193,585 1,854 0

（１）支払利息 625,587 625,587

（２）回収不能見込計上額 57,516 57,516

（３）その他行政コスト 670,096 29,935 2,775 265,931 110,789 0 0 260,666 0 0

小　　計 1,353,199 29,935 2,775 265,931 110,789 0 0 260,666 0 625,587 57,516 0

42,134,339 3,000,949 2,149,233 23,919,333 8,828,366 651,205 710,182 1,974,683 217,285 625,587 57,516 0

（　構　成　比　率　） 7.1% 5.1% 56.8% 21.0% 1.5% 1.7% 4.7% 0.5% 1.5% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 136,189 15,501 5,424 2,260 13,825 2,350 770 46,017 0 0 0 50,042

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 6,776,387 68,373 13,960 6,665,240 17,255 7,496 10 1,496 39 0 63 2,455

３ 保 険 料 3,194,387 3,194,387

４ 事 業 収 益 6,430,575 265,665 127,468 0 5,971,891 0 0 65,551 0 0 0

5 その他特定行政サービス収入 402,010 5,994 474 44,648 350,893 0 0 1 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16,939,548 355,533 147,326 9,906,535 6,353,864 9,846 780 113,065 39 0 63 52,497

ｂ／ａ 40.2% 11.8% 6.9% 41.4% 72.0% 1.5% 0.1% 5.7% 0.0% 0.0% 0.0%

25,194,791 2,645,416 2,001,907 14,012,798 2,474,502 641,359 709,402 1,861,618 217,246 625,587 57,516 △ 63 △ 52,497

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コス ト ａ －ｂ

３－２　連結行政コスト計算書

２

３

４

平成26年4月1日から平成27年3月31日まで
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　行政コスト計算書は、｢経常行政コスト｣、｢経常収益｣、｢純経常行政コスト｣の3つの区分に分け
られます。

《経常行政コスト》
  ｢経常行政コスト｣は、羽島市の経常的な行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービ
スにかかる経費で、421億3,434万円（普通会計184億7,710万円）です。国民健康保険特別会計で
75億7,348万円、病院事業会計で64億115万円、岐阜県後期高齢者医療広域連合で63億3,516万
円、介護保険事業特別会計で42億4,088万円などが計上されています。
　なお、会計間、一部事務組合等との間における内部取引として46億1,265万円を相殺消去して
います。
　
　人にかかるコストは、人件費、退職手当等引当金繰入金等、賞与引当金繰入額で、67億9,635
万円（普通会計28億2,882万円）です。病院事業会計で35億2,370万円などが計上されています。
　
　物にかかるコストは、物件費、維持補修費、減価償却費で、104億311万円（普通会計55億8,754
万円）です。病院事業会計で27億1,506万円、下水道事業特別会計で11億2,997万円、上水道事
業会計で4億1,899万円、岐阜羽島衛生施設組合で3億6,643万円などが計上されています。

　移転支出的なコストは、社会保障給付費、補助金等、他会計等への支出額、他団体への公共
資産整備補助金等で、235億8,168万円（普通会計98億3,579万円）です。国民健康保険特別会計
で73億2,579万円、岐阜県後期高齢者医療広域連合で61億4,450万円、介護保険特別会計で40
億2,431万円などが計上されています。

　その他のコストは、支払利息、回収不能見込計上額、その他行政コストで、13億5,320万円で
す。

《経常収益》
  ｢経常収益｣は、行政サービス提供の過程で得られた受益者負担分などで、使用料・手数料、分
担金・負担金・寄附金、保険料、事業収益、その他特定行政サービス収入、他会計補助金等で、
169億3,955万円（普通会計6億2,094万円）です。病院事業会計で59億9,393万円、国民健康保険
特別会計で54億8,625万円、岐阜県後期高齢者医療広域連合で30億2,834万円、介護保険特別
会計で26億7,289万円などが計上されています。
　なお、会計間、一部事務組合等との間における内部取引として46億1,265万円を相殺消去して
います。

　分担金・負担金・寄附金は、国民健康保険特別会計で30億2,839万円、岐阜県後期高齢者医療
広域連合で30億1,955万円、介護保険特別会計で11億6,790万円、普通会計で4億8,774万円など
が計上されています。

　保険料は、国民健康保険特別会計で19億5,245万円、介護保険特別会計で8億8,134万円、後
期高齢者医療特別会計で3億8,419万円が計上されています。

　事業収益は、病院事業会計で53億9,288万円、上水事業会計で5億7,676万円、羽島市地域振
興公社で4億3,483万円、下水道事業特別会計で2億6,567万円などが計上されています。

《純経常行政コスト》
  ｢純経常行政コスト｣は、｢経常行政コスト｣と｢経常収益｣の差額で、251億9,479万円（普通会計
178億5,616万円）です。
  つまり、｢純経常行政コスト｣は、資産形成に結びつかない行政サービスにかかる経費に対し、
サービス利用者の受益者負担分では賄いきれず、市税等の一般財源で補わなければならない
額を示しています。

３－２－１ 連結行政コスト計算書の特徴 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 108,390,584 18,065,277 91,665,599 0 △ 6,859,208 5,518,916

純経常行政コスト △ 25,194,791 △ 25,194,791

一般財源

地方税 8,689,265 8,689,265

地方交付税 3,112,945 3,112,945

その他行政コスト充当財源 1,398,884 1,398,884

補助金等受入 11,330,844 444,145 10,886,699

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 43,005 43,005

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

損失補償等引当金繰入 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,758,049 △ 1,758,049

公共資産処分による財源増 0 △ 295,710 295,710 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 389,051 △ 389,051

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 673,099 673,099 0

減価償却による財源増 △ 637,616 △ 3,567,109 4,271,430 △ 66,705

地方債償還等に伴う財源振替 2,189,960 △ 2,189,960

出資の受入・新規設立 0 0 0

資産評価替えによる変動額 115,423 115,423

無償受贈資産受入 0 0

その他 △ 3,297,751 △ 2,214 △ 3,720,041 0 433,173 △ 8,669

期末純資産残高 104,588,408 17,869,592 87,746,700 0 △ 6,586,849 5,558,965

３－３　連結純資産変動計算書

　　　　　　　　　　　　　平成26年4月1日から平成27年3月31日
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　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が1年でどのように
変動したかを表している計算書です。純資産の部は現在までの世代が負担してきた部分ですの
で、現在までの世代が負担してきた部分の1年間の増減を計上しています。
 

《期首純資産残高》
　「期首純資産残高｣は、前年度の純資産残高で、1,083億9,058万円（普通会計847億980万円）で
す。下水道事業特別会計で147億6,931万円、上水道事業会計で81億5,877万円、病院事業会計
で53億8,893万円、岐阜羽島衛生施設組合で19億409万円が計上されています。

《純経常行政コスト》
　「純経常行政コスト｣は｢行政コスト計算書｣に計上した数値と一致し、251億9,479万円（普通会
計178億5,616万円）です。岐阜県後期高齢者医療広域連合で33億682万円、国民健康保険特別
会計で20億8,724万円、介護保険特別会計で15億6,800万円などが計上されています。

《一般財源、補助金等受入》
  ｢一般財源、補助金等受入｣は、地方税、地方交付税、その他行政コスト充当財源等の一般財
源と国庫補助金等の補助金等受入で、245億3,194万円（普通会計172億9,392万円）です。
　一般財源のうち、地方税は86億8,927万円、地方交付税は31億1,295万円です。その他行政コス
ト充当財源は13億9,888万円（普通会計で13億9,176万円）です。
　補助金等受入額は、113億3,084万円（普通会計40億9,995万円）です。岐阜県後期高齢者医療
広域連合で33億7,319万円、国民健康保険特別会計で21億7,894万円、介護保険特別会計で14
億3,309万円などが計上されています。

《臨時損益、資産評価替えによる変動額等》
  ｢臨時損益、資産評価替による変動額等｣は、資産評価替による変動額等で、△31億3,932万円
（普通会計△24億1,122万円）です。
　臨時損益のうち、公共資産除売却損益は4,301万円（普通会計7,783万円）です。
　資産評価替えによる変動額は、1億1,542万円です。

《期末純資産残高》
　「期首純資産残高｣から｢純経常行政コスト｣を差し引き、｢一般財源、補助金等受入｣、｢臨時損
益、資産評価替えによる変動額」等を加えた金額が｢期末純資産残高｣となります。
　期首純資産残高1,083億9,058万円（普通会計847億980万円）から、1年間で△38億218万円（普
通会計△29億7,346万円）減額となり、期末純資産残高は1,045億8,841万円（普通会計817億
3,634万円）となりました。
　この｢期末純資産残高｣が、貸借対照表の｢純資産の部｣の合計と一致します。

３－３－１ 連結純資産変動計算書の特徴 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計
地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金
保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計
国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計
国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

３－４　連結資金収支計算書

１ 経 常 的 収 支 の 部
6,919,800

5,500,024

　　　　平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

20,227,385

3,491,360

625,587

708,793

37,472,949

8,683,131

3,112,945

10,839,027

136,189

7,157,733

3,141,965

6,419,888

283,093

1,178,607

6,700

0

169,357

1,112,809

42,241,444

4,768,495

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
2,971,778

303,447

0

21

0

0

0

3,275,246

492,262

888,600

0

135,645

232,850

1,749,357

△ 1,525,889

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
69

36,750

20,387

0

2,622,555

141,707

0

219,056

0

0

3,040,524

0

30,540

0

0

0

77,830

7,299,431

△ 6,266

7,606,219

0

2,602

110,972

△ 2,929,552

0

313,054
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　資金収支計算書は、資金の出入りを性質の異なる3つの活動区分に分けて表示したものです。
  ｢経常的収支｣、｢公共資産整備収支｣、｢投資・財務的収支｣の3つの活動区分に分けて計上して
います。

《経常的収支の部》
　｢経常的収支｣は、経常的な行政活動による資金収支について計上しています。経常的収支額
は47億6,850万円（普通会計42億8,195万円）です。
―経常的支出―　経常的支出は374億7,295万円（普通会計145億1,121万円）です。内訳は、人
件費69億1,980万円（普通会計30億2,272万円）、物件費55億2万円（普通会計28億2,755万円）、
社会保障給付202億2,739万円（普通会計49億9,419万円）などとなっています。
　会計単位の小計では、国民健康保険特別会計75億6,153万円、岐阜県後期高齢者医療広域連
合63億3,515万円、病院事業会計56億9,734万円、介護保険特別会計42億2,332万円などとなって
います。なお、会計間、一部事務組合等との間における内部取引として30億293万円を相殺消去
しています。
―経常的収入―　経常的収入は422億4,144万円（普通会計187億9,316万円）となっています。内
訳は、地方税86億8,313万円、地方交付税31億1,295万円、国庫補助金等108億3,903万円（普通
会計38億4,058万円）、分担金・負担金・寄附金71億5,773万円（普通会計4億8,453万円）、事業収
入64億1,989万円（病院事業会計54億964万円）などとなっています。
　会計単位の小計では、国民健康保険特別会計76億2,417万円、岐阜県後期高齢者医療広域連
合64億1,163万円、病院事業会計58億1,234万円、介護保険特別会計41億9,302万円などとなって
います。なお、会計間、一部事務組合等との間における内部取引として33億1,824万円を相殺消
去しています。

《公共資産整備収支の部》
　｢公共資産整備収支｣は、公共資産整備にかかる支出とその財源の収入についての収支を計
上しています。公共資産整備収支額は△15億2,589万円（普通会計△11億6,639万円）です。
―公共資産整備支出―　公共資産整備支出は32億7,525万円（普通会計21億6,634万円）となっ
ています。内訳は、公共資産整備支出29億7,178万円（普通会計17億7,750万円）、公共資産整備
補助金等支出3億345万円（普通会計3億345万円）となっています。
　会計単位の小計では、上水道事業会計3億5,975万円、下水道事業特別会計7億8,943万円、病
院事業会計4,511万円となっています。
―公共資産整備収入―　公共資産整備収入は17億4,936万円（普通会計9億9,995万円）となって
います。内訳は、国県補助金等4億9,226万円（普通会計2億5,938万円）、地方債発行額8億8,860
万円（普通会計5億1,240万円）、基金取崩額1億3,565万円、その他収入2億3,285万円（普通会計
9,314万円）となっています。
　会計単位の小計では、下水道事業特別会計6億7,295万円、上水道事業会計8,370万円となっ
ています。

《投資・財務的収支の部》
　｢投資・財務的収支｣は、出資、基金積立て、市債の償還額などの支出とその財源の収入につ
いての収支を計上しています。投資・財務的収支額は△29億2,955万円（普通会計△26億8,973
万円）です。
―投資・財務的支出―　投資・財務的支出は30億4,052万円（普通会計28億9,767万円）となって
います。内訳は、地方債償還額26億2,256万円（普通会計16億8,671万円）などとなっています。
―投資・財務的収入―　投資・財務的収入は1億1,097万円（普通会計2億794万円）となっていま
す。内訳は、貸付金回収額3,054万円（普通会計1億2,756万円）、公共資産等売却収入7,783万円
（普通会計7,783万円）、その他収入260万円（普通会計255万円）となっています。

  ｢経常的収支｣が47億6,850万円、｢公共資産整備収支｣が△15億2,589万円 、｢投資・財務的収
支｣が△29億2,955万円です。これら3つの収支額を合わせました｢資金増減額｣が3億1,305万円で
す。この｢資金増減額｣に前年度末の｢期首資金残高｣72億9,943万円と「負担割合変更差額」△
627万円を合計した｢期末資金残高｣が76億622万円です。これは、貸借対照表の｢流動資産｣の
資金と一致します。
  この表では、｢公共資産整備収支｣と｢投資・財務的収支｣が、合わせて△44億5,544万円となって
います。このことは、公共資産整備等や市債の償還等の不足分を、｢経常的収支｣の余剰金の一
部で賄っていることを示しています。

３－４－１ 連結資金収支計算書の特徴 
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資金収支計算書 行政コスト計算書

期首資金残高 73億円

平成25年度末資金残高

当期収支 3億1千万円 経常行政コスト 421億3千万円

当年度資金増減額

【内訳】

　経常的収支額 47億7千万円

　公共資産整備収支額 △15億3千万円 【内訳】

　投資・財務的収支額 △29億3千万円 　人にかかるコスト 68億円

　職員給与、議員報酬など

負担割合変更差額 0千万円 　物にかかるコスト 104億円

貸借対照表（バランスシート） 　物品購入費、施設修繕費など

期末資金残高 76億1千万円 　移転支出的なコスト 235億8千万円

平成26年度末資金残高 　扶助費、補助金、繰出金など

　その他のコスト 13億5千万円

　市債の利子など

資産 負債 419億7千万円 純資産変動計算書
経常収益 169億4千万円

施設の利用料金などの受益者負担額

【内訳】 【内訳】 期首純資産残高 1,083億9千万円 純経常行政コスト 251億9千万円

　公共資産 1,351億9千万円 　固定負債 383億7千万円 平成25年度末純資産額

　道路、学校など 　流動負債 36億円

　投資等 25億1千万円 当期変動高 △38億円

　出資金、基金など 【内訳】

　流動資産 88億6千万円 純資産 1,045億9千万円 　純経常行政コスト △251億9千万円

　現金預金、未収金など 　財源調達分 245億3千万円

　地方税、地方交付税、補助金など

　　うち資金 76億1千万円 　その他 △31億4千万円

　資産評価替えによる変動額など

計 1,465億6千万円 計 1,465億6千万円

期末純資産残高 1,045億9千万円

平成26年度末純資産額  

左の資産を形成するために現在ま
での世代が負担した支払済みの金
額です。

経常行政コストから経常収益を差し引いた純粋
な行政コスト

行政サービスには公共施設の整備のような資産
形成にはならない、福祉やごみの収集などの
サービスも多くあります。
そのような行政サービスのコストと受益者負担と
を対比させることにより、どれほど市の一般財源
で賄っているかを表します。

１年間の行政活動のうち資産形成に結びつかな
い行政サービスにかかる経費

市が所有する財産の金額です。住民サービスを提供
するために使用する資産と、将来市の収入となる可
能性がある市税等に係る未収金などです。

左の資産を形成するために市債（借
金）などにより将来の世代が負担す
る金額です。

× 100%　＝25.9％

市の純資産が、平成26年度中にどのように増減したかを表
します。

地方債残高

純資産合計 
× 100%　＝77.4％

１年間の現金収入と支出がどのような要因で増減しているか
を表します。経常収支から公共資産整備収支や投資・財務
的収支の市債の償還などに一般財源を充てていることが分
かります。

14 「貸借対照表」は、公共施設や学校、現金などの市の資産と、それらを取得するために使われた
市税や市債（借金）などの財源を示しています。
資産の合計と（負債＋純資産）の合計が同じ額でバランスが取れることから「バランスシート」とも
呼ばれています。

○社会資本形成の現在までの世代負担比率は77.4％

1,045億9千万円

349億5千万円

1,351億9千万円公共資産合計

1,351億9千万円公共資産合計

○社会資本形成の将来世代負担比率は25.9%

４ 連結財務書類４表から見る羽島市の財政状況 



（１）　財務書類数値
貸　借　対　照　表 平成24年度 平成25年度 平成26年度 （単位：万円）

資　 　　　産 15,041,105 14,899,244 14,655,784
負　 　　　債 4,196,726 4,060,185 4,196,944
純　 資 　産 10,844,379 10,839,058 10,458,841

行 政 コ ス ト 計 算 書 平成24年度 平成25年度 平成26年度 （単位：万円）

経常行政コスト 4,033,448 4,046,140 4,213,434
　人にかかるコスト 691,678 662,628 679,635
　物にかかるコスト 997,605 1,001,255 1,040,311
　移転収支的コスト 2,222,345 2,252,884 2,358,168
　その他のコスト 121,820 129,374 135,320

経常収益 1,624,697 1,625,597 1,693,955

純経常行政コスト 2,408,751 2,420,543 2,519,479

資　金　収　支　計　算　書 平成24年度 平成25年度 平成26年度 （単位：万円）

期首資金残高 695,190 718,963 729,943

経常的収支 487,162 457,386 476,850
公共資産整備収支 △ 172,617 △ 142,707 △ 152,589
投資・財務的収支 △ 290,928 △ 303,009 △ 292,955
負担割合変動差額 156 △ 689 △ 627

期末資金残高 718,963 729,943 760,622

・資産はここ数年で減少傾向にある。負債が増え、純資産が減った要因は、地方公営企業会計制度の
見直しにより今まで純資産で計上していたものが、一部負債に振り替えられることになったためである。

・平成24年度以降、経常行政コストが増加しているが、これは、国民健康保険特別会計、介護保険特別
会計等の社会保障給付費の増加によるところが大きい。これらは、利用者負担分（＝経常収益）も増加
させているが、コストの増加に追いついていないため、純経常行政コストが上昇している。

・公共資産整備収支のマイナスは増加傾向にあるが、地方債等の償還が減り、投資・財務的収支のマ
イナスは減少している。
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５ 連結財務書類の分析 
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（２）　社会資本形成の世代間負担比率

①

②

③

（３）　歳入額対資産比率

①

②

①/②

（４）　有形固定資産の行政目的別割合

構成比

生活ｲﾝﾌﾗ･国土保全　　　　（土木費） 59.1%

22.2%

1.6%

13.0%

産業振興 （農林水産業費・労働費・商工費） 0.9%

0.9%

2.3%

100.0%

（５）　地方債の償還可能年数

①

②

①/②

平成26年度

福祉　　　 　　　　　　　（民生費）

教育　　　　 　　　　　　（教育費）

34億2,053万円

項　　　　　　　　　　目

10.2年地方債の償還可能年数

地方債残高

経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）

349億5,387万円

平成26年度

77.4%

項　　　　　　　　　　目

純資産合計

地方債残高

1,045億8,841万円

349億5,387万円

公共資産合計

　社会資本形成の現在までの
　世代負担比率

平成25年度

歳入総額

2.9年歳入額対資産比率

1,351億9,498万円

項　　　　　　　　　　目

1,465億5,784万円

514億120万円

平成26年度

資産合計

25.9%

有形固定資産合計

消防　　　　　　 　　　　（消防費）

総務　　　　 　　　　　（上記以外）

環境衛生　　 　　　　　　（衛生費）

12億6,341万円

30億4,034万円

1,350億4,445万円

13億522万円13億1,896万円

平成24年度
1,083億9,059万円1,084億4,379万円

356億4,422万円367億　190万円
1,371億3,297万円1,385億3,989万円

79.0%78.3%

26.0%26.5%

平成25年度平成24年度
1,489億9,244万円1,504億1,105万円

500億6,985万円490億6,124万円
3.0年3.1年

平成25年度平成24年度
金　　額金　　額
805億6,098万円809億1,592万円

301億3,668万円305億9,199万円

22億3,070万円23億3,546万円

平成25年度平成24年度

186億9,961万円191億7,074万円

11億8,700万円12億7,593万円

356億4,422万円367億  190万円
33億8,538万円35億8,376万円

10.5年10.2年

　①｢社会資本形成の現在までの世代負担比率｣は、社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割
合を見ることにより、現在までの世代によって既に負担された割合を見ることができます。
　②｢社会資本形成の将来世代負担比率｣は、将来返済しなければならない地方債残高に着目することにより、社会資
本形成の結果を表す公共資産のうち、将来の世代によって負担される割合を見ることができます。
　【算出方法】
　　①社会資本形成の現在までの世代負担比率 ： 純資産合計÷公共資産合計×100
　　②社会資本形成の将来世代負担比率 ： 地方債残高÷公共資産合計×100

　形成されたストックである資産は何年分の歳入が充当されたかを見ることができます。
　【算出方法】 資産合計÷歳入総額（収入総額＋期首資金残高）

　貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公共資産形成の比重を
把握することができます。
　【算出方法】 行政目的区分別有形固定資産÷有形固定資産合計×100

　地方債の残高を経常的に確保できる資金で償還した場合に、何年で償還できるかを表す指標で、借金の多寡や債務
返済能力を測るものです。
　【算出方法】 地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）

金　　額

798億6,627万円

299億6,610万円

21億1,372万円

176億2,260万円

11億7,200万円

平成26年度
行　政　目　的

　社会資本形成の将来世代
　負担比率

①/③×100

②/③×100

・一般的に、生活インフラ・国土保全、教育が大きな割合を占めるものです。羽島市においてもその傾向にあり、次いで環境衛生が
高い比率を占めています。

28億3,055万円27億4,039万円

1,369億5,073万円1,383億4,939万円
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